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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業

標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS B 0641-1:2001

は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS B 0641 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS B 0641-1 第 1 部：仕様に対する合否判定基準 
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製品の幾何特性仕様（GPS）－ 

製品及び測定装置の測定による検査－ 

第 1 部：仕様に対する合否判定基準 

Geometrical product specifications (GPS)-Inspection by measurement of 

workpieces and measuring equipment-Part 1: Decision rules for proving 

conformance or nonconformance with specifications 

 
序文 

この規格は，2017 年に第 3 版として発行された ISO 14253-1 を基に，対応国際規格を翻訳し，技術的内

容を変更することなく作成した日本産業規格であるが，ISO/TR 14253-6 に由来する用語を日本産業規格と

して追加している。 

参考として，附属書 A に旧規格（JIS B 0641-1:2001）との関係を示し，附属書 JA には ISO/TR 14253-6

に由来する判定基準を示している。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。

変更の一覧表にその説明を付けて，附属書 JB に示す。 

 

この規格は，製品の幾何特性仕様（GPS）の規格であり，GPS 基本規格（ISO 14638 参照）として取り

扱う。 

この規格は，GPS 基本規格の全てのチェーンのチェーンリンク D に影響する。 

ISO 14638 に示す ISO/GPS マスタープランは，この規格が，ISO/GPS システムのどの部分を構成してい

るかの概要を示す。 

ほかに指示がない限り，JIS B 0024 に規定されている ISO/GPS の基本的な規則をこの規格に適用し，こ

の規格で与える既定の判定基準を，ISO/GPS 規格に適用する。 

この規格と他の規格及び GPS マトリックスモデルとの詳細な関係を，附属書 B に示す。 

仕様の適合又は不適合を検証する場合は，測定の不確かさの推定値を考慮する必要がある。この問題は，

測定値が仕様の上限値又は下限値の付近にある場合に発生する。 この場合，仕様に対する適合又は不適合

の検証は困難である。その理由は，測定の不確かさには，測定値が仕様の領域内にあっても真の値が仕様

の領域外であったり，測定値が仕様の領域外であっても真の値が仕様の領域内となる可能性を含んでいる

からである。したがって，供給者と顧客とは発生し得る問題を解決する方法を事前に合意する必要がある。  

この規格は，仕様に適合又は不適合しているかどうかを検証するための，既定の受入の領域と拒絶の領

域（判定基準）とを定義する方法について説明する。 

この規格では，例えば，検証において正しい判定を行う確率に影響し得る測定物の変化しやすさなど（数

学的には，事前に制約されていない最大エントロピー分布[10]が仮定されている。），測定量の取得し得る


